
避難所の汚水処理施設の使用不可能な日数の想定は、汚水処理施設のBCP
（事業継続計画）としても重要であるため、具体的な想定が必要。

ｲ．汚水処理施設の機能途絶日数の
日 日 日 日 日 日

単独・合併浄化槽
下水道・集落等
集中浄化槽

単独・合併浄化槽
下水道・集落等
集中浄化槽

単独・合併浄化槽

■災害時のトイレの必要数計算シート

災害時のトイレの計画の作成は、ライフラインの有無、設置場所、処理方法の状況に加えて、災害の種類や災害発生からの時間の経過、使用者の事情、使用できる設備等の条件にを踏まえ策定する必要があります。こちらでは、１．避
難所の被害状況の想定、２．災害時のトイレ（便器）確保目標の設定、３．トイレの種類ごとに必要数を見積り、備蓄や配備計画の根拠資料として活用できるよう、具体的な数字を割りだすことを目的にしています。

　
避
難
所
の
被
害

①想定される災害の種類 地震・津波 大雨・高潮等による浸水 土砂災害 ポイント等

②

ｱ．上水道の機能途絶日数の想定 日 日 日
避難所の上水道施設の被害想定は、水洗トイレの復旧に関係するだけでなく、
衛生管理上も重要であるため、具体的な想定が必要。

施設の汚水処理方法
下水道・集落等
集中浄化槽

１．

資料№２-２

災害直後の使用ルールを事前に決めて、避難所運営マニュアル等に記載する
など、事前に周知しておくことが重要である。

③最大想定避難者数　（a） 人 人 人

④災害時の水洗トイレの使用ルール
の例

汚水処理施設の点
検が済むまで使用
中止

施設に被害なけ
れば使用可能

周辺が浸水して
いたら、使用は
控えた方が良い

周辺が浸水していたら、ブ
ロアーの故障等の障害が
考えられるため使用中止

施設に被害が無く、周辺も浸水してい
なければ使用可能。

（事業継続計画）としても重要であるため、具体的な想定が必要。
ｲ．汚水処理施設の機能途絶日数の
想定

日 日 日 日 日 日
状
況
の
想
定

２．災害時のトイレ（便器）の確保目標の設定

地震

津波

大雨・高

潮等によ

土砂

災害

ポイント

計算式
３－２ 仮設トイレ・マンホールトイレ（貯留型）を汲み取りで使３－１ 携帯トイレ・簡易トイレを使用

確保・配備計画根拠資料３．上記１．で確認した被害状況の想定に基づき、トイレの種類ごとに必要数の見積もり

①目標と

する洋式

便器の数

②既設トイ

レの洋式

便器の数

③既設の

バリアフ

50人あたりに1つ便器があ
ることが望ましい。女性用

対男性用の割合は３：１が

理想的 →
最大想定避難者数（a）
÷50

基

(a)÷50

施設内で、避難者に解放

することが可能なトイレの

内、洋式便器の数。

基

障害者等が快適に使用でき

るトイレは、一般のトイレとは基

基

(a)÷50

基

基

基

(a)÷50

基

基

①１日当

たり必要

な便袋の

枚数

②便袋の

1日の平均的なトイレ
の回数＝５回

最大想定避難者数

（a）×５

枚

（a）
×5

５回（平均回数）×最

大想定避難者数日分

枚

（a）×5

日分

枚

（a）
×5

日分

①１日当た

りのし尿の

発生量の

目安

②し尿処理

300ml（平均的排泄量）
×5回（平均回数）×最大
想定避難者数 （a）
※洗浄水を使用する場合

は200ml/回をプラスする

Ｌ

便槽の容量（L）×トイレの

Ｌ Ｌ

地震

津波

大雨・

高潮

等によ

土砂

災害

地震

津波

大雨・

高潮

等によ

土砂

災害

ポイント

計算式

ポイント

計算式

④不足す

る便器の

数

バリアフ

リートイレ

るトイレは、一般のトイレとは

別に確保する必要がある。

基

①目標とする洋式便器数

―④既設トイレの洋式便
器数

①—④

一般用

基

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

基

基

一般用

基

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

基

基

一般用

基

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

基

②便袋の

備蓄目標

数

大想定避難者数

（a）×３日（被害想定
よって、３～７日分備

えること）

日分

枚

日分

枚

日分

枚

能力（容

量）

③汲み取り

の回数

便槽の容量（L）×トイレの
数

Ｌ

し尿処理能力÷1日当たり
の汚物の量

日

に１回

Ｌ

日

に１回

Ｌ

日

に１回

（注意事項）：災害時のトイレ（便器）の確保については、既設トイレの洋式便器を活用

することで、数の確保が可能となる。レンタル等の仮設トイレが避難所に到着するまで

には、道路状況等により日数がかかることも想定されるため、洋式便器や簡易便器さ

えあれば使用可能な便袋の備蓄が発災当初は有効である。

（注意事項）：避難所では、使用済み携帯トイレ（便袋）の保管場所を確保

し、清潔な管理を実施すること。

市町村のし尿処理（トイレ）担当は、保管場所のハエ等の害虫対策、臭い

対策などの衛生管理に必要な物資を避難所に配布すること。また、ゴミ処

理担当は、使用済み携帯トイレ（便袋）は、長期間避難所に留めることが

ないよう定期的な回収を手配すること。

（注意事項）：汲み取りについては、バキューム車の数、発災時の道路状況等

により収集計画を立てる必要があるため、収集業者等と協定を締結するなど、

平時から備えておく必要がある。また、し尿処理施設の被災状況によっては、

域外への搬送を検討する必要がある。
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